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地方分権化に伴う政府の失敗と政治献金

金　崎　雅　之＊

1　はじめに

　近年わが国でも三位一体の改革のスローガンに代表されるように、地方分権化が進みつつある。この

三位一体の改革の内容としては、（1）国庫支出金の削減（2）中央から地方への税源の移譲（3）地方交

付税の見直し、である。従来の体制では、中央政府の徴税に関する権限は大きく、地方は中央からの補

助金に依存した行政を行う地域も少なくなかった。東京、大阪、名古屋などの大都市圏を持つ都市部と

地方との格差是正のための政策ではあったものの、これら補助金は地方の自主的な発展のための努力の

インセンティブを阻害し、都市部には納税に関する不公平感を残す結果となっている。

　地方の自助努力の促進のためには、このような改革は有効であろう。地方分権と中央集権の比較は、

古くはOates（1972）に代表されるように、地方分権のほうが、地域の実情に合った行政、特に公共財供給

がなされるという点で、中央集権よりも地方分権のほうが勝っているという分析結果が得られているも

のも少なくない。しかしこれらの結果は、中央政府は公共財を全国一律での供給水準でしか供給できな

いという制約がかけられていて、地方政府にはそれがないという前提が結果に大きな影響を与えている

といわざるを得ない。それゆえ、，このような結果は十分目地方分権のデメリットを検：証して得られたも

のであるとは言い難い。

　地方分権に関するデメリットはないのであろうか。よく指摘されるものとしては、急進的な地方分権

化は財政上の破綻をきたす地方自治体の発生を不可避なものとしてしまうというものである。長年中央

からの補助に依存した体質を持つ地方は、自主財源を確保できるような地場産業の促進が出来上がる前

に財源不足による財政破綻を招くリスクがある。これは確かに地方分権化の短期的なデメリットといえ

るであろう

　それではこれ以外には地方分権のデメリットとして考えられるものはどのようなものがあるだろうか。

近年の理論分析では、地方分権下では外部性のある公共財の供給を行うと政府の失敗が生じる事が明ら

かになっている。特に正の外部性がある公共財に関しては、社会的に過少な供給しか行われず、しかも

住民もそれを支持してしまうという分析結果がBesley　and　Coate（2003）で得られている。

　近年の公共事業、特に大規模公共事業に関しては、複数の地域にわたる広域なものも珍しくない。こ

のような広域にわたって便益をもたらす公共事業の重要性は今後高まっていくかもしれない。もしそう

であれば、安易な地方分権化は地方政府の失敗を招く恐れがある。このような公共財が社会的に過少な
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供給しかなされないという問題を回避できれば、地方分権のメリットはより高まるといえるであろう。

　では、過少になった公共財供給を適正な方向へ引き戻す要因を考えてみよう。Grossman　and　Helpman

（2001）やBennedsen　and　Feldmann（2000）らに代表される新しい政治経済学による分析によって、政治献金

による特定利益団体のロビー活動によって、公共事業は肥大化することが示されている。地方分権を推

進した場合、これら団体のロビー活動は地方政府の失敗を是正する有効な手段とはなりえないだろうか。

もし成り得るのであれば、現在の政治献金に対する規制のあり方も再考する必要があるかもしれないし、

地方分権は財政上の観点のみならず立法の観点からもなされるべきなのかもしれない。

　本稿においてはこのような問題意識の下、理論分析を展開している。分析の焦点は、地方分権が所与

の下で、正の外部性のある公共財の供給が地方政府によって適切になされない点を、ロビー団体の政治

献金による公共事業の肥大化が是正できるか否かという点である。

　分析の手順は、まず基本モデルを提示し、ラァーストベストな公共財供給水準について分析する。続

いて、政治献金が行われない状況で、政府の失敗がどの程度のものになるかについて考察している。さ

らに政治献金が行われるときの地方政府が決定する公共財供給水準を求めた上で、ファーストベストの

水準と、献金なしのときの水準と献金ありきの状況での水準を比較し、政治献金が政府の失敗を是正で

きる効果について検討を行っている。

　結論としては、政府の献金による現金収入の評価が高まれば高まるほど、より高い外部効果を公共財

が持たない限りロビー団体の政治献金は社会的に過大な公共財供給をもたらしてしまうというものであ

る。しかし政府の献金に対する評価があまり高くなく、公共財の外部効果も大きいときは、むしろロビー

団体の献金を自由に行わせることで、政府の失敗は是正されることが明らかになっている。したがって、

地方分権を推進するのであれば、政府の失敗を是正するために、政治献金に対する規制を見直す必要が

あり、財政上の地方への権限委譲のみならず、立法上の裁量に関しても地方に委譲することが望ましく

なることが示されている。

2　基本モデル

　地域内に地方政府（ないしは政策決定権限をもつ与党、またはその議員）、一人の住民、一つのロビー

団体（特定利益団体）から構成されている同質的な2地域ω＝1，2）からなる経済を考える。住民は外生的所

得〃をもち、私的財の消費と公共財の消費から効用を得る。ここで各地方政府が供給する公共財は他地

域に対してスピルオーバー効果をもたらす。このとき第乞地域の住民の効用を以下のように定義する。

σ乞＝＝劣乞十z6（9乞）十αzる（9ブ） （1）

　ただし、鵡を私的財消費量、甑g）を公共財から得られる効用とし、窃”＜0＜％’とする。また、αを自地

域の公共財が他地域にもたらすスピルオーバー効果の程度を表し、α∈［0，1］とする。

　また第乞地域内の住民は公共財供給の財源として所得税即ちで課税され、残りの可処分所得を全て私的

財の消費にあてるとし、この私的財は合成酢とし価格を1とすると、住民の予算制約
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1一ち）〃＝端　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

が得られる。

　続いて、地域内の存在するロビー団体は公共財供給を政府から委任される企業であるとする。このロ

ビー団体はg②という公共財の供給を請け負う代わりに、公共財供給のために政府が住民からファイナン

スした瑠のトランスファーを受け取るものとする。ここで政府からロビー団体へのトランスファーのス

ケジュールとして次の線型のトランスファースケジュール

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら2ノこ9乞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　（3）

があるとしよう。このスケジュールは既存のもので、政府、ロビー団体は共にこのスケジュールを所与

として行動するものとする1。またこのロビー団体がg匙いう公共財を生産するために必要なコストを

。（g琶）とし、o’，o”＞0としておく。さらにこのトランスファースケジュールの下では、委任される公共財供

給水準が低い範囲では、ロビー団体が公共財供給を請け負うときに、実際かかるコスト0（g∂以上のトラ

ンスファーを受け取ることができ、更に公共財供給量を政府に働きかけて増やしてもらうことによって、

自らの利潤を高めることができる。したがってロビー団体は政治献金を行うことで自治域内の政府から

公共財供給水準をより自分たちの望ましい水準へと誘導するインセンチィヴをもち、この献金額をわとす

る。この政治献金は、公共財の供給水準に対して一意に献金額を定める献金スケジュールとしてロビー

団体は設計する。

　このとき第乞地域のロビー団体の効用関数を以下のように定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　巧＝ち乙1－o（9乞）一わ＝9乞一〇（9乞）一わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　最後に第②地域の政府の目的関数を設定する。この地方政府は地域内の経済主体、すなわち住民とロ

ビー団体の効用の和と私的に入る政治献金から効用を得るとする。このとき政府の各主体の効用の和に

対する政治献金の相対評価をλとすると、第乞地域の政府の目的関数は以下のように書ける。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ乞＝（σ乞十η十λノb

　ここでλ’＞1と仮定する。すなわち地域内の経済厚生よりも献金のほうを重視する政府を考える。この

仮定から、鷺＞0となり、政府は献金を受け取るインセンチィヴをもつことが分かる。

　一（1一λ’）≡λとすると、λ＞0であり、またこのトランスファースケジュールと住民の予算制約を代入

すると、政府の目的関数は

　　　　　　　　　　　　　　　　σ乞＝（〃十％（9②）一トα？乃（9・」）一〇（9琶））十λ，わ　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　（5）

と書き直すことが出来る。

1一般的には線型のトランスファースケジュールとして触＝βσ汁Yといったものを考えることもできるが、本稿での結論において

はβ＝1、Y＝0としても一般性を失わない。また一般的なトランスファースケジュール劒＝βσ汁Yの中からの政府の最適スケジュー

ルの決定問題を考えることもできるが、本稿ではこの問題は取り扱わない。
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こうして地方政府はこの目的関数を最大化するような自治域内の公共財供給水準g乞を決定する。

2，1　ファーストベスト政策

　ここでは社会的に最適な公共財の供給水準を、2地域全体での各主体の効用の総和を最大にするもの

として定義する。この社会的に最適な水準は以下の最大化問題を解くことで得られる。

　　　　　　　　　　　　　m・xΣ（〃＋窃（9、）＋α％（㊨一・（9、）一わ）

　　　　　　　　　　　　　91，92　　　　　　　　　　　　　　　乞，ゴ＝1，2，②≠ゴ

　これを解くと、社会的最適解は次の1階条件を満たす形で得られ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1十α）z6’（9照）＝o「（9！8）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

となるρ潤が社会的に最適となる。このg照はスピルオーバー効果αに依存する形で決定されるため、外

部性をコントロールして、その効果を内部化した解であることが確認できる。

2．2　各プレイヤーの至福点

　まず、第乞地域の住民にとって最も望ましい公共財の供給水準を考える。実行可能な供給水準の中で、

この住民にとって最も望ましい公共財供給水準は、

　　　　　　　　　　　ma職蝋9、）＋α窃（島）8吻θo伽（1一診、）〃・∬、，吻・9乞

　　　　　　　　　　　　9ぽ

を解くことで得られ、1階条件よりその至福点は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　窃’（9∫）＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

を満たす¢となる。

　続いてロビー団体の至福点は、献金を行わない状況で自らの利潤を最大にするような公共財供給水準

であり、ロビー団体の最大化問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mαxgro（9②）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統

を解くと1階条件より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o’（gl）＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

を満たす誘がロビー団体の至福点として得られる。

2．3　献金が実行不可のときの地方政府の決定

　各地方政府は自治域内のロビー団体の政治献金のオファーを受け入れることも拒絶することも出来る。

献金を拒絶する政府はどのような政策、つまりどのような公共財供給水準を決定するだろうか。

　このとき政府は献金が得られないため、政府の最大化問題は政府の目的関数を見ても分かるように、

一116一



　　　　　　　　　　　　　　　地方分権化に伴う政府の失敗と政治献金

公共財供給から得られる公的便益を最大化するような供給水準にするであろう。したがってこの水準は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　max〃＋吻、）＋α％（9」）一〇（9②）

　　　　　　　　　　　　　　　　　σε

を解くことで得られ、1階条件より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z6’（9；）＝o’（9；）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

　となり、公共財供給における消費者の限界便益とその限界費用を等しくするような供給水準glとして

決定される。

　ここで今まで出てきた最適解について以下の仮定をおく。

仮定1　g涌く心すなわち、社会的に最適な公共財供給水準は、ロビー団体にとって最も望ましい供給

　水準よりも低い。

　この仮定はロビー団体は政府に献金を受け取らせて、公的便益を多少減少させてもより過大な供給水

準を社会的に最適な供給水準を越えて誘導したいと考えるインセンチィヴをもつようなロビー団体を仮

定していることを示している。

　またこの仮定より、直ちにgl＜glが導かれる。

2．4　献金があるときの政府の決定

　前項での分析に引き続き、ここではロビー団体の献金が行われるときの政策の決定に関する分析を行

う。ここで、ロビー団体が誘導したいと考える公共財供給水準と献金の組を政府が受け入れるとき、そ

の組の下での政府の効用が、献金を受け取らず、前出のg；を実行したときの政府の効用を上回っていな

ければ政府は献金を受け取ることはない。

　したがって、ロビー団体は献金と誘導したい公共財供給水準の組を考えるとき、少なくとも献金が無

いときの政府の効用を保証してやる必要がある。

　こうして献金が行われる場合にロビー団体が決定する献金と誘導したい公共財供給水準の組は次の最

大化問題を解くことで得られる。

　　　　　　max　g乞一〇（9乞）一わ

　　　　　　9ρわ
　　　　　　　　　　　5吻θo伽［〃＋窃（9、）＋α窃（9j）一〇（9乞）］＋λわ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≧〃十Zる（9；）十αZる（9」）一〇（gl）

　ここでロビー団体の目的関数を見ると、ロビー団体にとっては献金額わは出来るだけ減らした方が効用

を高めることができる。したがって、．ロビー団体は制約条件が等号で成立することろまでわを下げること

ができることがわかる。

　このことから最適解g＊＊は1階条件より、
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　　　　　　　乞る’（9＊＊）一C’（9＊＊）
　1－o’（9＊＊）十　　　　　　　　　　　　　　＝0
　　　　　　　　　　λ

（10）

を満たす。

　この最大化問題を次の図1を用いて考察する。

わ

わ諺＊・

図1

G¢＝G穿

9夢 9’＊g1

9

　上の図のσ＝σ；はわ＝0を通っていることから、相手地域の分共財供給量を所与とし、自地域のロビー

団体が献金を行わないときの政府の効用水準に対応した政府の無差別曲線であることがわかる。この政

府の無差別曲線は上方ヘシフトするほど高い効用を表している。

　また巧はロビー団体の無差別曲線を表している。このロビー団体の無差別曲線は下方ヘシフトするほ

ど高い効用に対応している。いま、ロビー団体は献金を行って公共財の供給水準を自らの至福点gl寄り

に歪めようと試みるときに、政府に対して少なくともσ；以上の効用を保証してやらねばならない。この

条件の下でロビー団体が効用を最大にするには政府にこの最低限の効用σ；だけ保証してやればよい。こ

れから最大化問題の制約条件が等号で成立することが分かる。

　またこの等号で成り立つ制約条件θ＝⑦の下で、ロビー団体の効用を最大にする政策と献金の組は図

中の（g；＊，わ；＊）となることが確認できる。この図を見ても明らかなように、ロビー団体が献金することによ

り公共財の供給水準は、ロビー団体の至福点ほど大きくはならないものの、献金が無いときと比べて確

実に大きくなっていることが分かる。

　今までの議論と仮定1より、以下の性質が導かれる。

性質1　各プレイヤーの至福点や政府が献金がある場合とない場合のそれぞれの最適解の大小関係は、

　gl＜ゴ＜9＊＊＜glである。

（証明）g＊＊とg＊の決定式である（9）、（10）式および。”＞0と仮定1から導かれたg；＜glより、
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％’（9；）一〇’（gl）
　　　　　　　　　　　　　　1一ぴ（91）十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝1－ol（gl）＞0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ

　また、（9）、（10）式およびglの決定式である（8）式と％”＜0＜o”の仮定より、

　　　　　　　　　　　　　1一・’（gl）＋吻≒o’（gl）一窃’（gl）天。’（gl）・・

これから直ちにg＊＜g＊＊＜glが求まる。

　また、o’（gl）＝1、　g＊＜gl、および。”＞0から。’（ρ＊）＝窃’（g＊）＜1が導かれる。

　さらに窃’（gl）＝1、　z〆＜0であることを考慮すると、　gl＜g＊が得られる。

以上の議論をまとめると、gl＜g＊＜g＊＊＜glとなることが分かる。（証明終）

このようにして各ケースにおける均衡での公共財供給水準が決定されるメカニズムを以下の図2で表

す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＋α）♂

1

％’

（1＋λ）c’

C’

u， ¥λ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
　　　　　　　　　　　　　劣　　房9押g才＊91

2．5　比較志学

　ここではまず社会的に最適な公共財の供給水準と公共財のスピルオーバー効果の程度αの関係を見て

みることにする。

g潤の決定式である（6）式から陰関数定理を用いると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　響一一（　　　賜’1十α）易”一〇”〉・　　　　　．（11）

となる。図2を早てもこの関係は容易に確認できるが、献金が実行不可のケースでの最適解g；はスピルオー
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バー効果の程度には依存せずに決まるので、このスピルオーバー効果の程度が高まると、社会的に最適

な公共財の供給水準とロビー団体が献金を行わないときの公共財供給水準との乖離は大きくなることが

分かる。

　したがって、スピルオーバー効果が高まると、本来であれば公共財の供給水準を互いの地域が増やす

ことにより自地域の厚生を上げられるのだが、地方分権下ではスピルオーバー効果があるが故に、公共

財からの便益を他地域にフリーライドする誘引がより強く働き、社会的に過少になる度合が増加してし

まう。言い換えるならば、スピルオーバー効果の程度の増加は地方分権下における政府の失敗を増加さ

せてしまうことがわかる。

　つづいて、ロビー団体が献金を行うときに決定される公共財供給水準g＊＊と政府の献金に対する限界評

価λの関係を見てみることにする。

　ここでg；＊の決定式（10）より、同じく陰関数定理を用いると、

噸＊　　　　　1－o’（9；＊）
　　　　　　　　　　　　　　　＞Odλ　　　　　窃”（9；＊）一（1十λ）o”（9；＊）

（12）

となることが分かる。

　この関係は先のグラフからは直ちには導けないが、直観的には政府の献金に対する評価が上がれば、

ロビー団体は同じ政策を引き出すのに今までよりも低い献金額で済む、すなわち献金に関する費用対効

果が高まるため、今まで以上に過大な政策を引き出すことが容易になることからも明らかである。

　この比較静学の結果（11）式より、社会的に最適な公共財供給水準はスピルオーバー効果の程度の上昇

と共に増加する。またg潤の決定式（6）式から見ても明らかなように、α＝0、すなわちスピルオーバー効

果が全くないときに、政府が献金を受け取らない場合決定する

　公共財の供給水準g；とこの社会的に最適な公共財供給水準は等しくなることが分かる。

　このことからスピルオーバー効果が全くない場合には、ロビー団体の活動により社会的に最適な水準

から乖離した政策が実行されてしまうため、ロビー団体の活動を規制したほうがよいことが分かる。

　さらにこの比較静学の結果から以下の補題が導ける。

補題1　ある政府の献金に対する限界評価λに対して、ロビー団体が献金を行うときの政策g＊＊と社会的

に最適な政策g潤を一致させるようなスピルオーバー効果の程度αが存在する。

（証明）まずg；＊はαに依存しない。ここで、社会的に最適な公共財供給水準g；＊はαに依存して決定するため、

特にg解＝g解（α）とおく。ここでの議論と前出の性質1より、

9芦（0）＝9；＜gl＊

また、

9！死B＝す！πB＞9毒＊
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という潔Bを実現するような正のαが取れることが容易に分かる。したがって中間値の定理よりg解＝ρ；＊

となるようなある正のαが存在する。（証明終）

　この補題を表したのが以下の図3となる。

　　　　　　　　　　　9　　　　　　　　図3

　FBX乞

　＊＊
X歪

@　＊
X乞

α

α＊＊

3　社会的効率性の観点からみたロビー活動の是非

　社会的に最適な政策が実行されたときの厚生とロビー団体が活動を行うときの厚生の乖離が、社会的

に最適な政策が実行されたときの厚生とロビー団体が献金できないときの厚生との乖離より小さければ、

ロビー団体の活動に規制をかけないほうがよい、すなわちロビー団体の政治献金に制約を与えずに自由

に活動させた方がよいことになる。

　そこで本節ではロビー団体が献金を行うときと、行わないときおよび社会的に最適な政策が実行される

ときの公共財供給が各地域に与える余剰の和（これを公的便益と呼ぶことにする）に関する比較分析を行う。

　このようなロビー団体の活動を自由にさせたほうが社会的に望ましくなるような状況はどのような状

況であろうか。

　これまでの分析での各ケースでの最適解はすべての地域において等しくなることは自明であるから、

本節では最適解に関しては特に地域に関するインデックスは付けず分析を行う。

　まず、社会的に最適な公共財供給水準gBが実行されるときの2地域全体での厚生曜は、

　　　　　　　　　　　　　　　　レ7FB＝2｛（1十α）窃（g・FB）一〇（gEB）｝　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

であり、同様にロビー団体が献金を行わないときの厚生確＊とロビー団体が献金を行うときの厚生π＊＊は

それぞれ

ア「＊＝2｛（1十α）窃（9＊）一〇（9＊）｝

17＊＊＝2｛（1＋α）顧9＊＊）一〇（9＊＊）｝

（14）

（15）
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となる。また、g昭はスピルオーバー効果の程度αに、　g＊＊は政府の献金に対する限界評価λに依存するこ

とに注意する。

　ここでλを所与とすると、αに関して〃昭とアジとア「＊＊およびρ朋と9＊と9＊＊

　を以下のように図示できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4一α　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　wFB
　　　　　　　　　　　w

w＊＊

w’＊

α

9 図4一わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FB　　　　　　　　　　　　　　　　　　9

9＊＊

X＊

δ α＊＊

α

　上の図4一αと4一わはロビー団体が活動するときとしないとき、および社会的に最適な公共財供給水準

が実現されているときの厚生のグラフと、先に描いた各ケースでの均衡解である公共財供給水準の大小

関係を表したグラフを並べたものである。g・とg＊＊はαに依存しないことから、フ「＊とFr＊＊はαに関して線型

の増加関数であり、岬は包絡線定理を用いると単調増加の凸関数であることが分かる。

　またα＝0のときg冊＝g＊なので、岬＝ア「＊であることが分かる。また》7＊＊のグラフは前出の分析から、

α＊＊ ﾅ岬と一致することがわかる。またバとπ＊＊の交点でのαをdとし、岬とバ＊の交点でのαをα＊＊とす

る。

　ここでα〉α＊＊となるようなスピルオーバー効果の範囲では、ロビー団体が自由に献金を行える状況で

あっても、すなわちロビー団体が最も過大に政策を歪めることが可能な状況における政策g＊＊であっても

社会的に過少な公共財供給水準でしかない。

　したがって、このような十分高い範囲のスピルオーバー効果の下では、地方分権による政府の失敗が

極めて大きいことを意味する。この範囲ではロビー団体に自由に活動させることで政府の失敗を是正す

ることが可能となるため、この場合ロビー団体の献金に対して規制を加えることは社会的に望ましくな

いことが分かる。

　逆にα＜α＊＊となるようなスピルオーバー効果の範囲では、ロビー団体による献金を自由に行わせると、
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社会的に過大な公共財が供給されてしまうので、政策決定にロビー団体が与える影響力を弱めるために

もロビー団体の献金に対して規制をかける必要がある。ここでこのような状況において、g＊＊は常に社会

的に過大、g＊は常に社会的に過少となっていることが分かる。

　ここで0＜α＜dの領域においては、W＊＞W＊＊なので、この場合、ロビー団体が自由に献金を行って過大

な公共事業を引き出すことから来る厚生の欠損が、地方分権下での政府の失敗からくる厚生の欠損より

も大きいことを示している。

　また、d＜α＜α＊＊の範囲においてはロビー団体が政策を歪めてしまうことによる厚生の欠損よりも政府

の失敗による厚生の欠損のほうが大きく、献金を全面的に禁止してかなり過少な公共財しか供給されな

い状況を作るよりは、ロビー団体に献金を自由に行わせて社会的に見て僅かに過大な公共財を供給して

もらったほうが、社会厚生が高まることを意味している。

　この欠損の大小関係はスピルオーバー効果の程度と政府の地域内の厚生に対する献金の相対評価の大

きさによって決まる。この境界となるαとλの関係は、確＊＝フ7＊＊を満たすαとλとして得られる。すなわち、

2｛（1＋α）％（9＊）一〇（9＊）卜2｛（1＋α）窃（9＊＊）一〇（9＊＊）＝0｝ （16）

を満たすλとαの関係をλ＝λ（α）とすると、以下の補題が導かれる。

補題2農＞O、すなわち、スピルオーバー効果が高まると、献金に対しての評価が高い政府、つまりロ

ビー団体が買収することが容易な政府の下でもロビー活動を全面的に容認することによって地方分権下

での政府の失敗を是正し、厚生の欠損を減少させることができる2。

　この補題の含意としては、政府の献金の評価が高いとき、すなわち公共財の供給水準が過大に歪めら

れているときでもロビー団体の献金を自由に行うことを認めて過大な公共財供給が行われるほうがよい

という状況を生むためには、政府の失敗の程度が更に大きくなければならないため、λが上がるのであれ

ばαも上がらなければならない、すなわちλ＝λ（α）が右上がりになるということを意味している。

　続いてα〉α＊＊のケースに戻って考えてみる。この場合、ロビー団体の献金によって歪められた公共財

供給水準であっても社会的には過少であるため、ロビー団体の献金は自由に認めてやる、すなわちロビー

団体の献金に規制をかけないほうがよいことが分かっている。逆に、α＜α＊＊であれば、図4一わから政治

献金に規制をかけなければ社会的に過大な公共財供給水準が実現されてしまうため、このケースでは献

金に規制をかけたほうがよい。したがって、．ロビー団体の献金に対して規制をかけたほうがいい状況と

かけないほうがいい状況の境界となるαとλの関係は、W＊＊＝岬を満たす、すなわち、

2｛（1十〇し）z占（9＊＊）一〇（9＊＊）｝一2｛（1－1一α）窃（gB）一〇（91石B）＝0｝ （17）

を満たすαとλとして得られる。この関係は絵＞0となり、これから以下の命題が得られる。

命題1　ロビー団体の献金に対して規制をかけたほうがいい状況とかけないほうがいい状況の境界とな

2証明は討論参照
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るαとλは、砕＊＊＝岬を満たし、政府の献金に対する評価が上がってもなおロビー団体の献金に対して

規制をかけないほうがよいという状況になるには、スピルオーバー効果も高まらなければならない3。

4　結語

　本稿では地方分権下における政府の失敗を是正するためのロビー団体の行う政治献金についての是非

について考察を行った。地方分権下における政府の失敗は公共財のスピルオーバー効果が高まるほど大

きくなってしまう。したがってこのような状況であればロビー団体の献金を規制することは政府の失敗

の是正の阻害となり、社会的にも望ましいものではないことが導かれた。

　しかしながら、スピルオーバー効果が十分低いときには、依然として政治献金に対する規制が必要と

なる。これまでの中央集権的な日本であればスピルオーバー効果のような外部性を内部化した形での公

共財の供給がある程度中央政府により実現できたため、ロビー団体の献金による政策の歪みはそのまま

社会的に過大な政策をもたらすものとして、政治献金は悪であるという認識は理論的に支持されるもの

であった。

　現状の日本では地方分権化が進められている。公共財供給の観点からは地方分権は政府の失敗を生み

出しやすい。しかしそれでも地方分権が進めようとしている主張は地方分権化が本稿のモデルでは結果

に影響をもたらさなかった所得に影響を与えるからであるということをその論拠にしている。都市圏を

除いた日本の多くの地方公共団体が、国庫支出金や地方交付税といった中央からの補助金に依存する体

質が慢性化し、地方のモラルハザードを生み出している非効率が極めて大きいという認識が国民に浸透

しているという証拠でもあろう。

　この中央集権が地方のモラルハザードを生み出してしまう非効率性と、地方分権下では公共財供給に

関して政府の失敗を生み出しやすい環境を作ってしまう非効率を比較した上で、地方分権か中央集権か

という議論はなされるべきである。しかしながら後者の非効率性は自治体問での交渉や協力により地方

分権下でもいくらか解消はできるはずである。したがって、地方分権化を推進する波は恐らくとまらな

いであろう。

　このような観点から、本稿では地方分権は既に所与の状態であり、中央集権との効率性の比較は一切

行わず、むしろ地方分権下での政府の失敗がおこる公共財供給に関して、その失敗を是正する方策を探っ

たわけである。その結果、地方分権化を進めるのであれば、現状の政治資金規正法はその適用範囲につ

いてもう少し慎重に吟味しなければならないことが分かった。

　言うまでもなく政府に献金を送る団体は公共事業に関連する団体だけではない。したがって献金を行

う全ての団体に本稿での結論は適用できるものではない。しかしながら現状での政治資金規正法は、業

種による規制の違いはなく、献金を行う団体はすべて一律の基準の下で規制されている。本稿の結果を

照らし合わせると、少なくとも全ての団体に一律の基準を設けることは必ずしも望ましくないことがわ

かる。

　さらに本稿の結果と今後のわが国の政治資金規正法の行方を考えると、もし地方分権化が進んでも政

3　証明は補論参照
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治資金規正法が改正されないのであれば、実際そうかどうかはさておき、市民が政府の汚職度が高い、

すなわち、本稿のモデルで言うところの政府の献金に対する評価が極めて高いと考えているか、実際に

供給されている公共財のスピルオーバー効果がさほど高くなく、公共財供給に関する政府の失敗はそれ

ほど大きなものでないという認識を持っているであろうことが考えられる。

　実際に公共財のスピルオーバー効果は実証分析である程度推計できるであろうが、政府の献金に対す

る評価はなかなか推計できるものではない。しかし市民側の政府に対する規律付けが十分であれば、政

府の献金に対する評価は下げざるを得なくなるだろう。そうなれば公共財のスピルオーバー効果がどの

程度であれば政治資金規正法を適用させないほうがいいかという、政治資金規正法改正の機運も高まる

かもしれない。しかし、それは全て有権者の政府に対する規律付けが十分で、政府の献金に対する評価

が低くなってからでないと始めようのない議論である。この市民側からの規律付けを十分に行うために

も市民が政治に参画できる機会を増やし、選挙制度ももっと整備しなければならないであろう。

　このような複数の問題を包括的に分析して、それぞれの改革の効果の相互作用を明らかにするのは政

治経済学の主要な課題であると考え．る。また本稿では先にも述べた地方分権のメリット、つまり地方の

モラルハザードの解消という効果も含めた地方分権と中央集権との比較は行っていない。この分析を行

いより精度の高い地方分権と中央集権の議論をすることを今後の課題としていきたい。

5　補論

○補題2の証明

　まず9＊＊はλに依存し、しかもλ＝1のとき9＊＊＝9＊であることに注意し、（16）式に陰関数定理を適用すると、

λ（α）

dα

2（窃（9＊）一％（9＊＊））

一29え＊（（1＋α）窃’（9＊＊）一〇’（9＊＊））
（18）

となる。

　ここで、g＊＊＞g＊であるから、（18）式の分子の符号は負である。また、（12）式より、g充＊＞0なので、一2gえ＊

く0である。

　したがって

昭・（dλ（α　αα））一一昭・（（1＋α）％’（グ）一・’何））

である。ここで（1＋α）z6’（9＊＊）一〇’（9＊＊）＝0となるλとαを考えると、再び陰関数定理より、

　　　　　　　　　　　　　　dλ　　　　　　　zる’（9＊＊）＞0

　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　9え＊（（1＋α）窃”（9＊＊）一〇”（9＊＊））

（19）

（20）

となる。

　（1＋α）窃’（g＊＊）一〇’（g＊＊）＝0はα＝0のときを考えると、窃’（g＊＊）＝o’（g＊＊）なので、これを満たすλはλ＝0

である。したがって、（1＋α）％’（g＊＊）一ぴ（g＊＊）＝0は原点を通る右上がりの曲線ということになる。こう

して（1＋α）窃’（9＊＊）一〇’（9＊＊）≡五とおくと、次の図5が描ける。
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　　　　　　図5

　　　、4〈0
（λ＝λ（α）カミ，右」＝カミり）

　A＝0
（λ＝λ（α）は垂直）

　　　、4＞0
（λ＝λ（α）カ㍉≒f一ドカ雪り）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α

　図5を見ても分かるように、オ＝Oが縦軸α＝0と一致しないことはA＝0の式からも明らかである。ま

た且＞0は5gη（λ（α）dα）＜0と同値であるから、このような領域であればλ＝λ（α）は右下がりになり、孟＜0は

8g頭誰））＞0と同値であるから、この場合λ＝λ（α）は右上がり、且＝0のときは5g甑謬）＝±・・となるた

めλ（α）は垂直になることが分かる。

　ここでλ＝λ（α）の定義式（16）式を見ると、このλ＝λ（α）はα＝0のとき、g＊＝g＊＊を満たさなければなら

ないので、λ＝0を満たさなければならない。したがってλ＝λ（α）は原点を通ることが確認できる。

　よってλ＝λ（α）は原点において傾きが垂直となるので、原点で縦軸と接することが分かる。

　こうして以下の図6が描ける。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図6
　　　　　　　　　　　　　　λ

二〇

λ＝λ（α）

α

　上の図を見ても分かるように、λ＝λ（α）は原点を通り、第1象限においては必ず右上がりの曲線になる

ことが分かる。且く0になる領域においてはA＝0とλ＝λ（α）が十分に接近し、交わることがあるとしても、

交わる瞬間にλ＝λ（α）は垂直になるので、．A＝Oの上方に位置することになる。且＝0の上方はA＜0なので、

λ＝λ（α）はやはり右上がりの曲線のままである。

　次に第1象限の孟＞0の領域にλ＝λ（α）が存在するケースを考える。この領域にあるλ＝λ（α）で且＝0と
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交わらないものを考えると、このような条件を満たすλ＝λ（α）の中で、原点を通るものを取ることができ

ないことは明らかである。

　また、この領域にあるλ＝λ（α）で且＝0と交わるものを考えると、λ＝λ（α）とノ1＝0が交わる瞬間

にλ＝λ（α）は垂直となり、孟＝0の上方、つまり且〈0の領域に行ってしまう。つまり交わったあとは

λ＝λ（α）はA＝0の上方で右上がりとなることが分かる。このようなλ＝λ（α）の中で、原点を通るものと

とると、第1象限においては孟＞0の範囲には行かないことが分かる。

　さらに孟＝0が部分的に垂直になっているとしても、このときはたかだかλ＝λ（α）とオ＝0はその垂直に

なっている部分で一致しているだけであり、それ以外のところではやはりλ＝λ（α）はA；Oの上方で右上

がりの曲線になっていることが分かる。

　以上の議論から、響）＞0となる。

　・命題1の証明

　（17）式に陰関数定理を適用すると、

　　　dλ　　　　z己（9＊＊）一（！十α）窃’（9・FB）gJ！B一賜（gFB）十〇’（9・FB）9～｛πB

　　　ぬ　　　　　9荒＊（（1＋α）窃’（9＊＊）一〇1（9＊＊））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z石（9＊＊）一z6（9・FB）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9丈＊（（1＋α）窃’（9＊＊）一〇’（9＊＊））

ここで以下の図7をみてみると、

　　　　　　　　　　駕～Cノ 図7

C’

（1＋α躍

？〆

9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　gFB

ρ昭よりも大きな（小さな）ρであれば（ユ＋α）z占’〈（〉）olが成り立つ。

　ここで％（9）は単調増加であるから、9え＊＞0であることを考慮すると、

　　　　　　　　　　　897z（窃（9＊＊）一z6（9FB））＝一897乙（（1十α）zδ’（9＊＊）一〇’（9＊＊））
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が成り立つ。したがって任意のg＊＊とg昭に対して、

第73巻　第1号

　　　zる（9＊＊）一z占（gFB）

　　　　　　　　　　　　　　　〈0
9え＊（（1＋α）窃’（9＊＊）一〇’（9＊＊））

となる。したがって、給＞0が成立する。（証明終）
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